
法人のみ　
（別紙）
法人の概要
	１
	フリガナ
	

	
	申込法人の名称
	

	２
	フリガナ
	

	
	代表者役職・氏名
	

	３
	法人の種類
（いずれかに「レ」を記入して下さい）
	□
	農業協同組合
	□
	農業協同組合連合会
	□
	農事組合法人

	
	
	□
	生産森林組合 
	□
	持分会社
　　（合名・合資・合同） 
	□
	株式会社 

	
	
	□
	有限会社 
	□
	民法法人
	□
	市町村 

	
	
	□
	その他
　（　　　　　　　　）
	

	４
	会社（合名・合資・合同・株式・有限）の場合は以下を記入して下さい。

	
	
	①資本の額又は出資の総額
	円
	②常時使用する
従業員の数
	人
	③農地所有適格法人への該当　□

	
	
	④株式等の構成
	· 株主等に法人が含まれる（⑤を記載）　　□　株主等に法人が含まれない

	
	
	⑤法人格を有する株式等の名称・議決権の構成割合
	1
	（　　　％）
	6
	（　　　％）

	
	
	
	2
	（　　　％）
	7
	（　　　％）

	
	
	
	3
	（　　　％）
	8
	（　　　％）

	
	
	
	4
	（　　　％）
	9
	（　　　％）

	
	
	
	5
	（　　　％）
	10
	（　　　％）

	５
	４の株主等のうち、以下に掲げる法人の有無について、「有」の場合はレを記入して下さい。

	
	資本金の額又は出資の総額が３億円を超え、かつ、常時使用する従業員が３００人以上の法人（※）又はその法人の所有に属する法人（子会社）

	
	
	　　有　【　　□　　】
	（注）「有」の場合、別添「株主等の概要」を記載して下さい。

	
	　　　
	◆指定協会・事務委託先記入欄◆

	
	
	　　指定協会・事務委託先は、「有」にレが付している場合、契約申込者の株主等が以下の事項に該当しないことを確認すること。

	
	
	・議決権の1/2以上が同一の※に掲げる会社の所有に属している
	該当なし　【　　□　　】

	
	
	・議決権の2/3以上が※に掲げる会社の所有に属している
	該当なし　【　　□　　】

	６
	事業年度
（会計年度）
	　　　　月　～　　　月


注　１：上記１～６の内容の確認のため、契約申込法人名、代表者役職・氏名、資本金、従業員数、株主及びその構成割合が分かる書類を添付して下さい。
　　２：市町村にあっては、その生産に係る肉用子牛を譲り渡す事業により譲り渡される肉用子牛のおおむね半数以上が、当該事業を営む市町村の区域内で肉用牛経営を行う者に譲り渡されていることがわかる書類を併せて添付して下さい。
　　３：その他、協会が必要と認める書類の提出を求めることがあります。

（別添）
株主等の概要
（注）別紙「法人の概要」の５で「有」にレを付した場合のみ記載して下さい。

【法人の概要の４－⑤の番号（　　　）】
	資本の額又は出資の総額
	円
	常時使用する従業員の数
	人

	株主等が農地所有適格法人（農地法第２条第３項）に該当する場合は、右欄にレを記入して下さい。
	□

	株主等の氏名・名称、構成割合

	①
	（　　　％）
	⑥
	（　　　％）

	②
	（　　　％）
	⑦
	（　　　％）

	③
	（　　　％）
	⑧
	（　　　％）

	④
	（　　　％）
	⑨
	（　　　％）

	⑤
	（　　　％）
	⑩
	（　　　％）

	構成割合のうち単独で５０％以上を占める法人がある場合、その法人に関する以下の事項

	資本の額又は出資の総額
	円
	常時使用する従業員の数
	人


【法人の概要の４－⑤の番号（　　　）】
	資本の額又は出資の総額
	円
	常時使用する従業員の数
	人

	株主等が農地所有適格法人（農地法第２条第３項）に該当する場合は、右欄にレを記入して下さい。
	□

	株主等の氏名・名称、構成割合

	①
	（　　　％）
	⑥
	（　　　％）

	②
	（　　　％）
	⑦
	（　　　％）

	③
	（　　　％）
	⑧
	（　　　％）

	④
	（　　　％）
	⑨
	（　　　％）

	⑤
	（　　　％）
	⑩
	（　　　％）

	構成割合のうち単独で５０％以上を占める法人がある場合、その法人に関する以下の事項

	資本の額又は出資の総額
	円
	常時使用する従業員の数
	人


【法人の概要の４－⑤の番号（　　　）】
	資本の額又は出資の総額
	円
	常時使用する従業員の数
	人

	株主等が農地所有適格法人（農地法第２条第３項）に該当する場合は、右欄にレを記入して下さい。
	□

	株主等の氏名・名称、構成割合

	①
	（　　　％）
	⑥
	（　　　％）

	②
	（　　　％）
	⑦
	（　　　％）

	③
	（　　　％）
	⑧
	（　　　％）

	④
	（　　　％）
	⑨
	（　　　％）

	⑤
	（　　　％）
	⑩
	（　　　％）

	構成割合のうち単独で５０％以上を占める法人がある場合、その法人に関する以下の事項

	資本の額又は出資の総額
	円
	常時使用する従業員の数
	人


